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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第108期

第２四半期連結
累計期間

第109期
第２四半期連結
累計期間

第108期
第２四半期連結
会計期間

第109期
第２四半期連結
会計期間

第108期

会計期間

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成21年
　　７月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成22年
　　７月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成22年
　　３月31日

売上高 (百万円) 60,037 77,267 33,211 39,992 137,464

経常利益 (百万円) 143 3,660 1,070 1,734 4,427

四半期(当期)純利益 (百万円) 381 2,499 684 1,193 1,580

純資産額 (百万円) ― ― 60,867 61,311 61,285

総資産額 (百万円) ― ― 116,681120,753122,353

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,072.591,077.351,077.21

１株当たり四半期(当
期)純利益

(円) 6.87 45.04 12.33 21.51 28.49

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 51.01 49.51 48.85

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,711 5,820 ― ― 12,525

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,938 △3,769 ― ― △5,172

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,035 △778 ― ― △3,504

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 11,036 16,598 16,108

従業員数 (名) ― ― 6,940 7,098 7,007

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について重要な変更はありません。また、

主要な関係会社に異動はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況
平成22年９月30日現在

従業員数(名) 7,098〔749〕

(注) １　従業員数は、就業人員(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含

む)であり、臨時雇用者数は〔　〕内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

２　臨時雇用者数には、期間従業員、パートタイマー、嘱託契約の従業員、派遣社員を含めております。

 

(2) 提出会社の状況
平成22年９月30日現在

従業員数(名) 2,997〔282〕

(注) １　従業員数は、就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む)であり、臨時雇用者数は

〔　〕内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。

２　臨時雇用者数には、期間従業員、パートタイマー、嘱託契約の従業員、派遣社員を含めております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

日本 20,351 ―

アジア 6,525 ―

北米 4,735 ―

欧州 1,788 ―

合計 33,401 ―

(注) １　金額は製造原価によっており、セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 受注状況

当社グループは、トヨタ自動車株式会社はじめ各納入先よりおおむね四半期ごとの生産計画の提示をうけ、当

社グループの生産能力を勘案して、これにより生産計画をたてております。なお、主たる受注先は、トヨタ自動車

株式会社で約56％を占めております。
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(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

日本 24,111 ―

アジア 8,696 ―

北米 5,219 ―

欧州 1,965 ―

合計 39,992 ―

(注) １　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績および総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

 

相手先

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

トヨタ自動車㈱ 20,071 60.4 22,226 55.6

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した「事業等のリスク」はありません。また、前事業年度の有

価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第２四半期連結会計期間におきましては、各国政府の経済対策の効果などにより、景気は緩やかに持ち直し

てきました。また、自動車業界におきましては、国内のエコカー補助金による効果や、アジアを中心とした市場拡

大により、生産は堅調に推移しました。

このようななか、当第２四半期連結会計期間の業績といたしましては、売上高は399億９千２百万円（前年同

期比20.4％増）となり、営業利益は20億９千２百万円（前年同期比114.6％増）となりました。また、経常利益は

17億３千４百万円（前年同期比62.0％増）となり、四半期純利益は11億９千３百万円（前年同期比74.5％増）

となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

［日本］

売上高は271億２千６百万円となり、営業利益は３億８千５百万円となりました。

［アジア］

売上高は87億７百万円となり、営業利益は14億９千４百万円となりました。

［北米］

売上高は52億６千２百万円となり、営業利益は２億７千７百万円となりました。

［欧州］

売上高は20億１千４百万円となり、営業損失８千万円となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末に比べ10億２千２百

万円減少し、165億９千８百万円となりました。

なお、当第２四半期連結会計期間における連結キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、22億４千５百万円の収入となりました。これは主に税金等調整前四半

期純利益や減価償却費によるもので、前年同期に比べ３億６千万円の収入増加となりました。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、25億２千５百万円の支出となりました。これは主に固定資産取得によ

るもので、前年同期に比べ12億８百万円の支出増加となりました。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、９千２百万円の支出となりました。これは主に借入金の返済によるも

ので、前年同期に比べ９億２千４百万円の支出減少となりました。
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(3) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更お

よび新たに生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は18億75百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更ならびに重要な計画の完了はありません。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 190,000,000

計 190,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 55,509,09655,509,096
東京証券取引所
名古屋証券取引所
各市場第一部

単元株式数100株

計 55,509,09655,509,096― ―

(注)　「提出日現在発行数」欄には、平成22年11月１日以降当四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

＜平成19年６月20日定時株主総会決議分＞

 

 
第２四半期会計期間末現在
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 2,970個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株式数　100株

新株予約権の目的となる株式の数 297,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり1,433円(注)２

新株予約権の行使期間 平成21年７月１日から平成25年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格 １株当たり1,433円
資本組入額(注)３

新株予約権の行使の条件

新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、
従業員または当社子会社の取締役等であることを要す
る。
ただし、退任・定年退職・転籍によりその地位を喪失
した場合(死亡の場合を除く)は、地位喪失または権利
行使期間の開始のいずれか遅い方から６ヶ月間は権利
を行使することができる。
その他の行使の条件は、株主総会決議および取締役会
決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する
契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の
承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株である。

２　新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合(新株予約権の行使

の場合を除く)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除した数と

し、自己株式を処分する場合は、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

３　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格のうち資本に組み入れる額

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い

算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるもの

とする。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金等増加限

度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。
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＜平成20年６月19日定時株主総会決議分＞

 

 
第２四半期会計期間末現在
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 4,120個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株式数　100株

新株予約権の目的となる株式の数 412,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり1,083円(注)２

新株予約権の行使期間 平成22年７月１日から平成26年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格 １株当たり1,083円
資本組入額(注)３

新株予約権の行使の条件

新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、
従業員または当社子会社の取締役等であることを要す
る。
ただし、退任・定年退職・転籍によりその地位を喪失
した場合(死亡の場合を除く)は、地位喪失または権利
行使期間の開始のいずれか遅い方から１年間は権利を
行使することができる。
その他の行使の条件は、株主総会決議および取締役会
決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する
契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の
承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株である。

２　新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合(新株予約権の行使

の場合を除く)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除した数と

し、自己株式を処分する場合は、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

３　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格のうち資本に組み入れる額

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い

算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるもの

とする。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金等増加限

度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。
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＜平成21年６月18日定時株主総会決議分＞

 

 
第２四半期会計期間末現在
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 4,110個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株式数　100株

新株予約権の目的となる株式の数 411,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり755円(注)２

新株予約権の行使期間 平成23年７月１日から平成27年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格 １株当たり755円
資本組入額(注)３

新株予約権の行使の条件

新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、
従業員または当社子会社の取締役等であることを要す
る。
ただし、退任・定年退職・転籍によりその地位を喪失
した場合(死亡の場合を除く)は、地位喪失または権利
行使期間の開始のいずれか遅い方から１年間は権利を
行使することができる。
その他の行使の条件は、株主総会決議および取締役会
決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する
契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の
承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株である。

２　新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合(新株予約権の行使

の場合を除く)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除した数と

し、自己株式を処分する場合は、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

３　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格のうち資本に組み入れる額

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い

算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるもの

とする。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金等増加限

度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。
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＜平成22年６月22日定時株主総会決議分＞

 

 
第２四半期会計期間末現在
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 3,900個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株式数　100株

新株予約権の目的となる株式の数 390,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり692円(注)２

新株予約権の行使期間 平成24年７月１日から平成28年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格 １株当たり692円
資本組入額(注)３

新株予約権の行使の条件

新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役、
従業員または当社子会社の取締役等であることを要す
る。
ただし、退任・定年退職・転籍によりその地位を喪失
した場合(死亡の場合を除く)は、地位喪失または権利
行使期間の開始のいずれか遅い方から１年間は権利を
行使することができる。
その他の行使の条件は、株主総会決議および取締役会
決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する
契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の
承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株である。

２　新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合(新株予約権の行使

の場合を除く)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除した数と

し、自己株式を処分する場合は、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

３　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格のうち資本に組み入れる額

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い

算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるもの

とする。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金等増加限

度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年７月１日～
平成22年９月30日

― 55,509,096 ― 7,488 ― 9,490
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(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１番地 18,107 32.62

株式会社デンソー 愛知県刈谷市昭和町一丁目１番地 5,500 9.90

株式会社豊田自動織機 愛知県刈谷市豊田町二丁目１番地 4,767 8.58

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 4,218 7.59

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 1,580 2.84

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,497 2.69

愛三工業従業員持株会
愛知県大府市共和町一丁目１番地の１
愛三工業株式会社内

1,150 2.07

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川二丁目27番２号 924 1.66

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 577 1.04

第一生命保険株式会社 東京都中央区晴海一丁目８番12号 358 0.64

計 ― 38,683 69.68

(注)　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)　　　　4,218千株
日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)　　　　　　1,497千株

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 20,900

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 55,457,900 554,579 ―

単元未満株式 普通株式 30,296 ― ―

発行済株式総数 55,509,096― ―

総株主の議決権 ― 554,579 ―
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② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
愛三工業株式会社

愛知県大府市共和町一丁目
１番地の１

20,900 ― 20,900 0.03

計 ― 20,900 ― 20,900 0.03

 

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成22年
４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
９月

最高(円) 868 785 709 720 680 655

最低(円) 787 600 621 622 573 574

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価により記載しております。

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期

間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連

結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日か

ら平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四

半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四

半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について有限責任監

査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,997 15,288

受取手形及び売掛金 25,538 25,566

有価証券 905 893

商品及び製品 3,082 3,260

仕掛品 4,177 3,418

原材料及び貯蔵品 5,431 5,298

未収還付法人税等 226 161

繰延税金資産 4,469 4,562

その他 3,729 3,679

貸倒引当金 △156 △155

流動資産合計 63,401 61,973

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 14,680 14,831

機械装置及び運搬具（純額） 22,321 24,066

土地 5,419 5,235

建設仮勘定 2,406 1,824

その他（純額） 1,930 2,104

有形固定資産合計 ※1
 46,757

※1
 48,062

無形固定資産

のれん 448 572

その他 1,024 1,132

無形固定資産合計 1,472 1,704

投資その他の資産

投資有価証券 2,111 3,147

繰延税金資産 3,376 3,613

その他 3,685 3,903

貸倒引当金 △52 △51

投資その他の資産合計 9,121 10,613

固定資産合計 57,351 60,380

資産合計 120,753 122,353
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 18,736 19,442

短期借入金 3,373 3,738

1年内返済予定の長期借入金 2,353 2,355

未払費用 6,486 6,589

未払法人税等 527 481

製品保証引当金 6,612 7,142

役員賞与引当金 65 133

その他 6,158 6,054

流動負債合計 44,313 45,936

固定負債

長期借入金 5,883 6,073

退職給付引当金 7,913 7,638

役員退職慰労引当金 275 367

その他 1,056 1,051

固定負債合計 15,128 15,131

負債合計 59,442 61,068

純資産の部

株主資本

資本金 7,488 7,488

資本剰余金 9,490 9,490

利益剰余金 47,258 45,320

自己株式 △20 △20

株主資本合計 64,217 62,279

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 404 554

繰延ヘッジ損益 △3 △4

為替換算調整勘定 △4,838 △3,056

評価・換算差額等合計 △4,437 △2,506

新株予約権 241 217

少数株主持分 1,289 1,295

純資産合計 61,311 61,285

負債純資産合計 120,753 122,353
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 60,037 77,267

売上原価 54,741 66,035

売上総利益 5,296 11,231

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 620 746

給料及び手当 2,035 2,209

製品保証引当金繰入額 489 1,479

役員賞与引当金繰入額 55 55

退職給付費用 169 166

役員退職慰労引当金繰入額 38 29

その他 2,066 2,389

販売費及び一般管理費合計 5,473 7,076

営業利益又は営業損失（△） △177 4,154

営業外収益

受取利息 49 51

受取配当金 17 21

雇用調整助成金 249 －

雑収入 211 156

営業外収益合計 526 229

営業外費用

支払利息 122 104

為替差損 － 545

雑損失 83 73

営業外費用合計 206 723

経常利益 143 3,660

特別利益

貸倒引当金戻入額 16 16

新株予約権戻入益 － 25

負ののれん発生益 － 112

特別利益合計 16 155

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 26

特別損失合計 － 26

税金等調整前四半期純利益 159 3,789

法人税、住民税及び事業税 137 656

法人税等調整額 △437 442

法人税等合計 △299 1,099

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,689

少数株主利益 77 190

四半期純利益 381 2,499
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 33,211 39,992

売上原価 29,301 33,692

売上総利益 3,909 6,299

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 312 378

給料及び手当 985 1,152

製品保証引当金繰入額 464 1,440

役員賞与引当金繰入額 26 19

退職給付費用 77 82

役員退職慰労引当金繰入額 18 11

その他 1,049 1,123

販売費及び一般管理費合計 2,934 4,206

営業利益 975 2,092

営業外収益

受取利息 33 28

受取配当金 0 0

雇用調整助成金 24 －

為替差益 94 －

補助金収入 － 40

雑収入 70 34

営業外収益合計 222 103

営業外費用

支払利息 70 56

為替差損 － 361

雑損失 56 43

営業外費用合計 127 461

経常利益 1,070 1,734

特別利益

貸倒引当金戻入額 17 14

新株予約権戻入益 － 0

負ののれん発生益 － 112

特別利益合計 17 128

税金等調整前四半期純利益 1,088 1,862

法人税、住民税及び事業税 30 400

法人税等調整額 270 177

法人税等合計 300 577

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,284

少数株主利益 103 91

四半期純利益 684 1,193
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 159 3,789

減価償却費 4,698 4,206

製品保証引当金の増減額（△は減少） △431 △416

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △40 △67

退職給付引当金の増減額（△は減少） 79 294

前払年金費用の増減額（△は増加） 158 172

受取利息及び受取配当金 △66 △72

支払利息 122 104

売上債権の増減額（△は増加） △3,498 △1,015

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,039 △1,156

仕入債務の増減額（△は減少） 2,662 △130

その他 △1,278 759

小計 3,604 6,467

利息及び配当金の受取額 59 63

利息の支払額 △122 △104

法人税等の支払額 169 △606

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,711 5,820

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △2,683 △3,561

投資有価証券の取得による支出 △300 △16

その他 45 △191

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,938 △3,769

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,461 △26

長期借入金の返済による支出 △129 △175

配当金の支払額 △332 △443

少数株主への配当金の支払額 △67 △63

その他 △44 △68

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,035 △778

現金及び現金同等物に係る換算差額 204 △827

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,057 445

現金及び現金同等物の期首残高 12,093 16,108

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 44

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 11,036

※1
 16,598
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

１　連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間より重要性が増したため、愛三熊本㈱を連結の範囲に含めております。

２　会計処理の原則及び手続の変更

　(1) (資産除去債務に関する会計基準の適用)

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号　平成20年３月31日)

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日)を適用

しております。

これにより、従来の方法によった場合に比べ、当第２四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純利益は26百

万円減少しております。

また、当会計基準等の適用開始による当第２四半期連結累計期間の資産除去債務の変動額は26百万円であり

ます。

　(2) (企業結合に関する会計基準等の適用)

当第２四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成20年12月26日)、

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)、「事業分離等に関する会計基

準」(企業会計基準第７号　平成20年12月26日)、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第16号　平成20年12

月26日公表分)及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第

10号　平成20年12月26日)を適用しております。

 

【表示方法の変更】

 

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

１　少数株主損益調整前四半期純利益

　「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用により、当第２四半期連結累計期間では、「少数

株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

２　雇用調整助成金

　前第２四半期連結累計期間の営業外収益において独立掲記しておりました「雇用調整助成金」は、重要性が低下

したため、当第２四半期連結累計期間においては、営業外収益の「雑収入」に含めております。なお、当第２四半期

連結累計期間の営業外収益の「雑収入」に含まれる「雇用調整助成金」は２百万円であります。

 

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

１　少数株主損益調整前四半期純利益

　「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用により、当第２四半期連結会計期間では、「少数

株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

２　雇用調整助成金

　前第２四半期連結会計期間の営業外収益において独立掲記しておりました「雇用調整助成金」は、重要性が低下

したため、当第２四半期連結会計期間においては、営業外収益の「雑収入」に含めております。なお、当第２四半期

連結会計期間の営業外収益の「雑収入」に含まれる「雇用調整助成金」は０百万円であります。
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【簡便な会計処理】

該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

該当事項はありません。

 

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　122,238百万円※１　有形固定資産の減価償却累計額　120,754百万円

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年９月30日現在)

現金及び預金勘定 10,086百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △147

MMF・３ヶ月以内の短期公社債投資信託 1,097

現金及び現金同等物 11,036
　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年９月30日現在)

現金及び預金勘定 15,997百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △304

MMF・３ヶ月以内の短期公社債投資信託 905

現金及び現金同等物 16,598
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)および当第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平

成22年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 55,509

 

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 20

 

 

３　新株予約権等に関する事項

会社名 新株予約権の内訳
当第２四半期

連結会計期間末残高
(百万円)

提出会社
ストック・オプションと
しての新株予約権

241

 

 

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月22日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 443 8 平成22年３月31日平成22年６月23日

 

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年10月28日
取締役会

普通株式 利益剰余金 443 8 平成22年９月30日平成22年11月26日
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)および前第２四半期連結累計期間(自

　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

事業の種類として「自動車部品」および「自動車部品以外」に区分しておりますが、全セグメントの売上高

の合計、営業利益の金額の合計額に占める「自動車部品」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類

別セグメント情報の記載を省略しております。

 

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

 

 
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高        

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

21,1446,499 3,519 2,04733,211 ― 33,211

　(2) セグメント間の
　　　内部売上高又は振替高

2,829 526 13 103 3,473△3,473 ―

計 23,9747,026 3,533 2,15136,684△3,47333,211

営業利益又は営業損失(△) △46 1,216 △8 △205 955 19 975

 

前第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

 

 
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高        

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

39,15510,9746,118 3,78960,037 ― 60,037

　(2) セグメント間の
　　　内部売上高又は振替高

4,643 741 33 131 5,548△5,548 ―

計 43,79811,7156,151 3,92065,586△5,54860,037

営業利益又は営業損失(△) △1,443 1,719 △147 △369 △240 63 △177

(注) １　国または地域は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国または地域

アジア…………韓国、中国、インドネシア他

北米……………米国

欧州……………チェコ、フランス、ベルギー
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

 

 アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 6,914 3,808 2,231 12,954

Ⅱ　連結売上高(百万円)    33,211

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

20.8 11.5 6.7 39.0

 

前第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

 

 アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 11,691 6,643 4,341 22,676

Ⅱ　連結売上高(百万円)    60,037

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

19.5 11.1 7.2 37.8

(注) １　国または地域は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国または地域

アジア……………………韓国、中国、インドネシア他

北米………………………米国、カナダ

その他の地域……………フランス他
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【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号　平成21年３月

27日)および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号　平成20年３

月21日)を適用しております。

 

１　報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち独立した財務情報が入手可能であり、取締役

会等の経営決定機関が経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。

当社グループは、主に国内および海外の自動車メーカー向けにフューエルポンプモジュール、スロットルボ

デー、キャニスタ等の自動車部品を国内においては主に当社が、海外においては各国現地法人が、それぞれ製造・

販売を行っております。

現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、各地域において事業活動を展開しております。

したがって、当社グループは、製造・販売を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日本」、「ア

ジア」(主に韓国、中国、インドネシア)、「北米」(米国)および「欧州」(チェコ、フランス、ベルギー)の４つを報

告セグメントとしております。なお、「日本」セグメントでは、自動車部品の製造・販売他、自動車運送取扱業、土

木建設業、コンピュータシステムおよびプログラムの開発・販売等の事業を行っております。

 

２　報告セグメントごとの売上高および利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

      (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２日本 アジア 北米 欧州

売上高        

(1) 外部顧客に対する売上高 45,62517,5929,9594,08977,267 ― 77,267

(2) セグメント間の内部売上高
　　又は振替高

5,867 286 70 99 6,323△6,323 ―

計 51,49317,87910,0294,18883,591△6,323 77,267

セグメント利益又は損失(△) 741 3,099 388 △112 4,116 38 4,154

(注) １　セグメント利益又は損失(△)の調整額38百万円は、セグメント間取引消去であります。

２　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当第２四半期連結会計期間(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

      (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２日本 アジア 北米 欧州

売上高        

(1) 外部顧客に対する売上高 24,1118,6965,2191,96539,992 ― 39,992

(2) セグメント間の内部売上高
　　又は振替高

3,015 11 42 48 3,117△3,117 ―

計 27,1268,7075,2622,01443,110△3,117 39,992

セグメント利益又は損失(△) 385 1,494 277 △80 2,076 15 2,092

(注) １　セグメント利益又は損失(△)の調整額15百万円は、セグメント間取引消去であります。

２　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

 

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

  

１株当たり純資産額 1,077円35銭

  

１株当たり純資産額 1,077円21銭

 

２　１株当たり四半期純利益および潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　　第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益 ６円87銭１株当たり四半期純利益 45円４銭
　

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希

薄化効果を有している潜在株式がないため記載しており

ません。

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希

薄化効果を有している潜在株式がないため記載しており

ません。

(注)　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 381 2,499

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 381 2,499

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 55,488 55,488

 

　　第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益 12円33銭

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希

薄化効果を有している潜在株式がないため記載しており

ません。

１株当たり四半期純利益 21円51銭

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希

薄化効果を有している潜在株式がないため記載しており

ません。

(注)　１株当たり四半期純利益算定上の基礎

 

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 684 1,193

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 684 1,193

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 55,488 55,488
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

中間配当に関する取締役会の決議は次のとおりであります。

・決議年月日 平成22年10月28日

・中間配当金の総額 443百万円

・１株当たりの金額 ８円

・中間配当金支払開始日 平成22年11月26日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

平成21年11月10日

 

愛三工業株式会社

取締役会　御中

 

 

有限責任監査法人　　トーマツ  

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 
 
公認会計士　　平　　野　　善　　得　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 
 
公認会計士　　水　　野　　信　　勝　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 
 
公認会計士　　淺　　井　　明 紀 子　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている愛三工業株

式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、愛三工業株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在

の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四

半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお

いて認められなかった。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

平成22年11月９日

 

愛三工業株式会社

取締役会　御中

 

 

有限責任監査法人　　トーマツ  

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 
 
公認会計士　　平　　野　　善　　得　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 
 
公認会計士　　淺　　井　　明 紀 子　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている愛三工業株

式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成22年７月１

日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、愛三工業株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在

の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四

半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお

いて認められなかった。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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